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2020年4月に一度目の緊急事態宣言が発出された後，

約一年半にわたり，緊急事態宣言の発出と解除が繰り返

し行われた．そのような中で，新型コロナウイルスの感

染拡大防止対策の手段の一つとして，多くの組織におい

て導入された在宅勤務（テレワーク）は，新しい働き方

として認識されるようになった．  

独立行政法人情報処理推進機構が2020年11月に実施

した「ニューノーマルにおけるテレワークと IT サプラ

イチェーンのセキュリティ実態調査」[1]において，（緊

急事態宣言の発出に伴って）急きょテレワークを導入し

た組織では，準備のための時間や導入された設備が必ず

しも十分ではなかったため，セキュリティ対策の検討や

ルール策定が後回しになっていたことやテレワークの導

入の際にBYOD（Bring Your Own Device）を利用した

組織も多数存在していることなどが報告されている． 

テレワークを実施することで，多くの企業では出社率

の低減を図ってきたが，2021 年 9 月に緊急事態宣言が

解除されたことで出社率を高める組織も増えてきている．

新型コロナウイルスの感染状況は落ち着きを見せている

が，「第 6 波」の到来の可能性も囁かれ，もし再度，緊

急事態宣言などが発出された場合，テレワークが再開さ

れる可能性もある．すでに，この約一年半の間に組織に

おいてテレワークにおけるセキュリティ対策やルール策

定が十分に行われていればよいのであるが，そうでない
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組織においては，現時点で組織としてのセキュリティ対

策やルールの策定を行うことが重要であり，その必要性

が十分あるといえる． 

文献[2]では，文献[1] の一環として実施した個人を対

象としたウェブアンケート調査の結果から，テレワーク

を実施する上で個人が感じるセキュリティに関する不安

（インシデントが発生した場合にどのような問題が発生

するか）と回答者属性（個人属性及びその個人が所属し

ている企業属性）の関係についての分析を試みており，

セキュリティ・インシデント発生時の対応に不安を感じ

ているのは「勤務地が首都圏以外」および「テレワーク

の実績が浅く実施頻度が低い場合」であることなどを明

らかにしている． 

本研究では，文献[2]では焦点を特に当てなかった

BYODを利用したテレワークを実施する際に，その個人

が感じるセキュリティに関する不安を取り上げ，これと

回答者属性（個人属性及びその個人が所属している組織

属性，BYODの利用状況など）の関係についてのデータ

分析を試みる．  
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